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4-2 トラフィックと通信インフラ

5G/Beyond 5Gをめぐる周波数政策の
動向

飯塚 留美 ●一般財団法人マルチメディア振興センター ICTリサーチ＆コンサルティング部 シニア・リサーチディレクター

中国、韓国、米国をはじめ、世界中で拡大する5G。スタンドアローン
型5Gのネットワーク展開や、5Gを活用したプライベートネットワー
クの導入が各国で進んでいる。

■5Gの普及状況
　Ericsson Mobility Report（2022年11月）1に
よると、世界の5G契約数は2022年第3四半期に
1.1億増加して8.7億に達し、北東アジアおよび
北米での5G契約比率が約35％と最も高くなって
いる。2028年末には5G契約数は世界で50億に
達し、全てのモバイル契約数に占める5G比率は
55％になると予想されている。
　欧州委員会報告書（5G Observatory, Quarterly
Report 17, 2022年10月）2によると、5G基地局
の数は中国が最も多く185万で、人口10万人当
たりの5G基地局数が最も多いのは韓国となって
いる（資料4-2-1）。欧州委員会は、5G基地局の
展開では欧州が中国や韓国に後れを取っていると
指摘している。
　5G周波数は、ローバンド、ミッドバンドおよ
びハイバンドで構成されているが、現状、中国で
はハイバンド、韓国ではローバンドの配分は行わ
れていない（資料4-2-1）。中国では、事業者間で
の周波数共用を推進して、5Gネットワーク整備
を効率的に進めている。また、欧州では、ダイナ
ミック周波数共用（DSS）技術を活用し、3Gや4G
の既存バンドを5Gに転用して5Gネットワークの
エリア化や増強を行っている。その結果、EU加

盟国全体の5Gの人口カバレッジは72％に達し、
その中でも80％以上に達している国はイタリア、
デンマーク、ドイツ、フランス、スペインとなっ
ている（2022年第3四半期）。なお、米国の無線
通信業界団体CTIAによると、米国の5Gネット
ワークは3.15億人をカバーしている（2022年9
月）。

■5G SAの進展
　Ericsson Mobility Report（2022年11月）に
よると、5Gサービスを開始している事業者数は
228に上る。事業者がコンシューマー向けに開始
した一般的な5Gサービスには、超高速モバイル
ブロードバンド、固定無線アクセス（FWA）、ゲー
ム、AR/VR等が含まれる。また、既存の周波数を
アンカーバンドとして用いないスタンドアローン
型の5G（5G SA）のネットワーク展開も進んでお
り、約35の事業者が公衆網で5G SAを開始して
いる。
　中国は当初から5G SAを主体とした5Gネット
ワークの整備を進めていたが、欧米でも2021年
に入ってから5G SAへのアップグレードが始まっ
ている。欧州では、ドイツが5G SAネットワーク
の整備で先行し、複数事業者が5G SAを推進して
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資料4-2-1　5Gの周波数配分とネットワーク展開の状況

出所：EUROPEAN COMMISSION, 5G Observatory, Quarterly Report 17, October 2022等をもとに筆者作成

いる。英国では、2022年に同国初の5G SAトラ
イアルがボーダフォンによって実施され、BT（BT
グループ）は5G SAの商用サービスは2023年に
入ってからとの見通しを示している。また、フラ
ンスのオレンジも、2023年に新たなコアネット
ワークによる5G SAの商用サービスを開始する
としている。
　米国のベライゾンはニューヨーク市にある世界
最大級の資産運用会社ブラックロックの本社ビ
ルに、米国初のオンサイト5Gプライベートネッ
トワークソリューションを構築すると発表した
（2022年3月1日）。オンサイト5G展開により、
オフィスWi-Fiの置き換え、AR/VRを使った研
修、セキュリティの強化、リアルタイムエッジコ
ンピューティング等による革新的なデータ活用と
いった、「未来のオフィス」に求められるツール
やアプリケーションの利用が可能となる。

■プライベート5Gの展開
●プライベートLTE/5G
　GSA（Global mobile Suppliers Association）
の Private Mobile Networks Summary Report
（2022年12月）3によると、世界72か国で995の
プライベートネットワークが展開されている。そ
のうち57％がLTEであるが、5Gが23％、5Gと
LTEの組み合せが18％と、5Gを活用したプライ
ベートネットワークが約4割を占めるようになっ
ている。プライベートネットワークの導入件数で
は、欧州が最も多く406件、次いで北米が234件、
アジア太平洋が167件となっている。国別では、
米国が最も多く100件超、次いでドイツの80件
超、英国と中国の40件超、フランスとフィンラン
ドが約20件と続いている。また、プライベート
ネットワークの主要分野は製造、教育、鉱業で、
成長している分野が鉱業、防衛・平和維持、製造
となっている。
　欧米でプライベートネットワークの導入が進
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んでいる背景には、プライベート専用の周波数
が配分されていることや、エンタープライズ向け
に専用のプライベートサービスを提供する事業
者の存在がある。ドイツは、Industry 4.0を推進
するため製造業のデジタルトランスフォーメー
ションの実現に資するよう、ローカル5G制度を
3.7-3.8GHz帯に導入した。しかし、自ら使用す
ることを目的に免許を取得してプライベートネッ
トワークを構築するのは、LTEでも既に実施され
ていた。例えば、フランスの2.6GHz帯、フィンラ
ンドの450MHz帯や2.6GHz帯、中国の230MHz
帯と1.4/1.8GHz帯、米国の900MHz帯等である
（資料4-2-2）。

●韓国および中国
　韓国は当初、ローカル5G制度の導入を見送っ
ていたが、非通信事業者による小規模ネットワー
クの需要を踏まえて、4.8GHzと28GHzでローカ
ル5G（韓国では5G特化網と称される）制度を導
入した。2021年10月より免許申請の受け付けが
開始され、免許付与件数は15件（海軍、韓国電
力、韓国水資源公社、韓国水力原子力、KT、世宗
テレコム、SKネットワークサービス、ネイバーク
ラウド、LG CNS、CJ Olive Networks等）となっ
た（2022年11月28日）。また、サムスン電子が
科学技術情報通信部のローカル5G実証事業に参
加し、5G特化網の専用ソリューションと基地局
を提供している。
　中国では、同国初となるローカル5G免許が、上
海商用飛機（COMAC）に付与された（2022年11
月）。工業無線専用周波数として5925-6125MHz
および24.75-25.15GHzが割り当てられ、COMAC
は固定通信、衛星通信（アップリンク）、移動体
通信等で構成されるローカル5Gネットワークを
航空機製造現場に構築する。

●欧州
　フランスは2022年3月に、3.8-4.0GHzを試験
免許としてプライベート5Gに配分した。試験免
許取得者は、オレンジ、ブイグテレコム、NTTと
その傘下のトランザテル、電気機器メーカーの
シュナイダーエレクトリック、原子力・代替エネ
ルギー庁（CEA）、ストラスブール大学病院、フ
ランス国有鉄道、コンサルティング大手キャップ
ジェミニ等を含む13団体となっている（2022年
10月12日）。
　欧州では現在、3.8-4.2GHzを、ローカル単位
で産業用（欧州では垂直産業と称される）のプ
ライベート5Gに配分することが検討されてい
る。欧州で最初に3.8-4.2GHzをローカル免許と
して割り当てることを決定したのが英国で、2019
年7月に制度化された。EUの無線周波数委員会
（RSC）は2021年に、欧州郵便電気通信主管庁会
議（CEPT）に対して、欧州域内での周波数ハーモ
ナイゼーションを図るため、3.8-4.2GHzを共用
ベースで利用する技術的条件の検討を指示した。
現在、当該帯域の既存ユーザー（衛星地球局、固
定リンク等）や隣接帯域（4.2-4.4GHzを使用する
航空機の電波高度計等)との共用検討が行われて
いる。

●米国
　米国では、3.5GHz（3.45-3.55GHz）のCBRS
（Citizens Broadband Radio Service）がプライ
ベートネットワークとしてLTEや5Gに活用され
ている。当該帯域は、3つのユーザー層（第1層：
海軍レーダ等の既存ユーザー、第2層：優先アクセ
ス免許（PAL）、第3層：一般認可アクセス（GAA））
から成る周波数共用による利用となっている。3
つのユーザー層間での干渉を回避するため、高度
な周波数共用技術が開発され、環境センシング機
能（ESC）と周波数アクセスシステム（SAS）が導
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資料4-2-2　諸外国におけるプライベートLTE/5G向けの周波数配分状況

出所：各種資料をもとに筆者作成

入されている。ESCは海軍レーダの信号を検知し
てSASにその情報を送信し、SASはESCからの情
報等に基づいてPALとGAAに対して動的に周波
数を割り当てる。SAS管理者やESCプロバイダー
にはコムスコープ、Federated Wireless、グーグ
ル、キー・ブリッジ、ソニー、アムドックス等が
含まれ、連邦通信委員会（FCC）の認可を得る必
要がある。
　PALについては郡単位（3233郡）の免許とし
て、2020年にオークションが実施された。米国
でオークションにかけられる周波数免許は、公衆
網と自営網の区別のない地域単位の免許となって
おり、自営目的であってもオークションに参加し
て免許を取得する必要がある。GAAの利用は免

許不要であるが、既存ユーザーとPALユーザーを
干渉から保護するために、SASへの登録が必要と
なっている。
　農業機械大手ジョンディアは、2020年のCBRS
オークションで、5つの郡でPALを5件落札した
（約55万ドル）。同社は全ての工場でオンサイト
コアのプライベート5Gネットワークを構築し、
5G SAへアップグレードする予定である。CBRS
はクラウド事業者も活用している。AWSは、専門
的な知識がなくてもプライベート5Gネットワー
クが構築できるサービスを開始した（2022年8
月）。これはGAAを利用するサービスで、現在は
CBRS対応の5G機器が十分でないため、当初は
LTEでのサービス提供となっている。CBRSは大
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手通信事業者も利用しており、ベライゾンはPAL
やGAAを活用してキャリア網を増強し、サービ

スの高度化に対応している。

1. https://www.ericsson.com/4ae28d/assets/local/reports
-papers/mobility-report/documents/2022/ericsson-mob
ility-report-november-2022.pdf

2. https://5gobservatory.eu/wp-content/uploads/2022/10
/QR-17-Final-v3-CLEAN.pdf

3. https://gsacom.com/paper/private-mobile-networks-dec
ember-2022-summary-report/
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